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 2015年９月に国連において採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」は、人
間、地球及び繁栄のための行動計画として宣言され、その中核文書である「持続可能な開
発目標（SDGs）」は、国際社会全体が取り組むべき普遍的な目標として合意されたもの
である。2030年のSDGs達成に向け、SDGsに関わる各国のステークホルダーが個々に活
躍するだけでなく、地域・国を超えて協力・連携し相乗効果を生むことが必要とされている。

 ゴール17「パートナーシップで目標を達成しよう」においても「持続可能な開発のための実施
手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する」とし、先進国、開発途上国等
のステークホルダーの役割と手法を19のターゲットとして掲げている。例えば、ターゲット17.7に
おいては「開発途上国に対し、譲許的・特恵的条件などの相互に合意した有利な条件の下
で、環境に配慮した技術の開発、移転、普及及び拡散を促進する」とし、このターゲットにお
いては日本における先進的事例が実践されている。更に、ターゲット17.17では「さまざまな
パートナーシップの経験や資源戦略を基にした、効果的な公的、官民、市民社会のパート
ナーシップを奨励・推進する」とも謳われており、国内外すべてのステークホルダーによる発信・
展開を通じた、パートナーシップが期待されているところでもある。

 本年は、HLPF、G20大阪サミット、TICAD7、初のSDGs首脳会合（国連）等の開催も
予定されており、本セッションでは、アジアを中心に広く世界に発信・展開すべき「SDGsモデ
ル」とはどのような視点・取組が必要であるのか、これまで政府が先導的なまちづくりとして推
進してきた「環境未来都市」構想等の意義・効果までを各パネリストより事例紹介を基に議
論する。更にSDGsを通じた、我が国の地方創生に資する国際社会からのインバウンド拡大
や、投資機会の創出等、国内外での協力・連携可能性について考察する。

本セッションにおける趣旨
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本セッションにおける議論のポイント
～地方創生に向けた自治体SDGsの実践～

1.国内外発信・展開のための、各ステークホルダーの役割
2.各ステークホルダーが描く発信・展開の展望

国内外の都市における先進事例の共有1

1.SDGs達成に向けた国内外への発信・展開に関する
先進的取組みの事例紹介

2.国内外へ発信・展開するための意義と効果
3.各国の「SDGsモデル」の特徴

国際機関・国・都市が取組むべき事項についての考察2
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○内閣府では、環境・高齢化・低炭素等の課題に先駆的に取組を行う地方公共団体を支援
○また、昨年からはSDGsの達成に向けた先駆的な取組を行う地方公共団体のモデルケースの構築を開始
○一方、官民連携を契機とした地方創生の取り組みの重要性が増す中（民間企業の果たす役割） 、これま
での取り組みを踏まえた、より発展的な施策の打ち出しが必要な状況

概要

2008年~

 環境・高齢化・低炭素等
の課題に関して「環境未
来都市」構想の下、
2008年より開始している
環境モデル都市・環境未
来都市の取組

2018年~

環境モデル都市 環境未来都市

「環境未来都市」構想

ＳＤＧｓ未来都市

 自治体におけるＳＤＧｓの達成に向け先駆的な取組を行う「ＳＤ
Ｇｓ未来都市」を選定し、ＳＤＧｓの地域実装に関する成功事例
の創出と、これらをモデルケースとして、全国の自治体に横展開を図る

ＳＤＧｓモデル事業

地方創生官民連携プラットフォーム

 パートナーシップを深める官民連携の場として「地方創生ＳＤＧｓ
官民連携プラットフォーム」が設立され、マッチング支援・分科会開催・
普及促進活動により、自治体ＳＤＧｓの取組を一層加速

①地方創生に関わる金融機関の役割 ②官民連携を通じた地方創生モデルの創出

 大手金融機関による地方創生に資するファイナンス等支援のあり方・課題
 銀行・証券・信託・生保・損保等の有識者を交えた勉強会の開催
 ESG投融資・その他支援について、テーマ毎に議論を実施

 地方創生に資する民間企業が軸となった取組事例の国内外事例調査
 地方金融機関が抱える課題・今後の方向性の分析
 地方公共団体とのマッチングにあたっての阻害要因（環境認識の分析）

【①】
SDGsモデル
事業の展開

2019年~

【②】
官民連携の
一層の促進

国内外の会議等の場において、日本の地方創生SDGｓモデルの発信・展開

地方公共団体 民間企業

内閣府におけるこれまでの取組み内容



HLPF公式サイドイベント
～「持続可能な都市の実現に向けたアジア太平洋地域のイニシアティブ」～

○２０１８年７月１７日に、米国・ニューヨーク市の国連本部で開催されたHLPFの公式サイドイベントにお
いて、内閣府よりＳＤＧｓ未来都市及び自治体ＳＤＧｓモデル事業、地方創生ＳＤＧｓ官民連携プ
ラットフォーム等について説明を行い、日本における自治体ＳＤＧｓに関する取組内容や支援策等を国際
的に発信し、関係者との意見交換を行った。

 日時：２０１８年７月１７日（火）
 場所：国連本部（米国・ニューヨーク市）
 主催・共催：日本国（環境省、内閣府）、国連大学サ
ステイナビリティ高等研究所（UNU-IAS）、 国連アジア
太平洋経済社会委員会（UNESCAP）、地球環境戦
略研究機関（IGES）、 慶応大学湘南藤沢キャンパス
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内閣府による基調講演

参加者による集合写真

○ASEAN地域の持続可能な都市の達成に向けた、各都市取組促進を目的に開催
○日本の地方創生SDGsモデルについて内閣府より基調講演を実施
○また、「環境未来都市」「環境モデル都市」「SDGs未来都市」に選定されている自治体も参加

❏日程 19年1月21日(月)－22日(火)

❏場所 インドネシア国バリ州
❏主催 インドネシア共和国環境林業省、日本国環境省、

ASEAN事務局、AWGESC(持続可能な都市ASEANワー

キンググループ)
❏参加国 10カ国（カンボジア、中国 、インドネシア、フィリピン、マ

レーシア、シンガポール、ベトナム、タイ、ラオス）＋日本

❏参加数 240名（17年度実績：250名）
❏参加者

・日本国：内閣府地方創生推進事務局、環境省

・インドネシア国：環境林業省総局長、海洋調整府、 各州知事、
各市長級

・その他：AWGESC議長、UNESCAP、ERIA等

開催概要

【参加自治体】
宮城県東松島市、神奈川県横浜市、神奈川県川崎市、静岡
県静岡市、富山県富山市、長野県、岡山県真庭市、福岡県

北九州市、熊本県小国町
17

東アジアサミット第10回
「持続可能な都市ハイレベルセミナー」inインドネシア
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日本国における今後の国際発信
日本は，豊かで活力のある「誰一人取り残さない」社会を実現するため，一人ひとりの保護と能力強化
に焦点を当てた「人間の安全保障」の理念に基づき，世界の「国づくり」と「人づくり」に貢献していく。

『ＳＤＧｓアクションプラン２０１９』では，次の３本柱を中核とする日本の「ＳＤＧｓモデル」に基づき，
『ＳＤＧｓ実施指針』における８つの優先分野に総力を挙げて取り組むため，２０１９年におけるより
具体化・拡大された政府の取組を盛り込んだ。

２０１９年のＧ２０サミット，ＴＩＣＡＤ７，初のＳＤＧｓ首脳級会合等に向けて，①国際社会
の優先課題，②日本の経験・強み，③国内主要政策との連動を踏まえつつ，以下の分野において国内
実施・国際協力の両面においてＳＤＧｓを推進。

国連ハイレベル政治フォーラム
（閣僚級，７月，ニューヨーク）

ＴＩＣＡＤ７
（８月）

２０２０年
東京オリンピック
・パラリンピック大会

２０２５年
大阪・関西万博の開催

国連ハイレベル政治フォーラム
（首脳級，９月，ニューヨーク）

Ｇ２０大阪サミット
（６月）

Ⅲ．ＳＤＧｓの担い手として
次世代・女性のエンパワーメント

Ⅱ．ＳＤＧｓを原動力とした
地方創生，強靱かつ

環境に優しい魅力的なまちづくり

Ⅰ．ＳＤＧｓと連動する
「Society 5.0」の推進

『ＳＤＧｓアクションプラン２０１９』における３本柱

２０１９年



官民連携を通じたＳＤＧｓ取組の推進

日本の「SDGsモデル」の国内外への発信
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日本版

SDGs

モデル

地方自治体ＳＤＧｓモデルの推進

SDGs日本モデルとグローバル都市
のネットワークの形成に向けて

地方創生に向けた日本の「ＳＤＧｓモデル」を国内外に発信

1
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国内外の自治体
ＳＤＧｓの先進
的な取組事例

官民連携による
ＳＤＧｓ取組効果

ＳＤＧｓマーケット
規模からみる成長性

国際展開による地方
創生活性化の展望

地方創生に資する「自治体ＳＤＧｓ/官民連携/国内外発信・展開」をテーマに議論し、
我が国「SDGｓモデル」の強みと更なる発展に向けた取組を考察。

また今後開催される国際会議において、「SDGsモデル」の発信に向けた提言を取り纏める事を目指す

民間企業の取組
事例紹介

地方公共団体
からの示唆

海外自治体・
有識者による
国際的な取
組事例紹介
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